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令和３年度上多文化共生・国際交流補助金の交付決定について（通知）
令和３年１月２７日付けで申請のあった「連続講座共生フォーラム」事業に係る補助金を次のとおり交付します。
１　交付決定金額
７６，０００円　※事業内容の変更等により減額となる場合があります。

２　交付条件
1 この補助金は、「連続講座共生フォーラム」事業（補助事業）の経費に充てること。
2 この通知を受け取った後、速やかに所定の請書を提出すること。
3 次のいずれかに該当する場合には、遅滞なく所定の事業計画変更承認申請書に必要書類を添えて会
長に申請し、その承認を受けること。
ア　補助事業に要する予算を変更しようとするとき。
イ　補助事業の内容を変更しようとするとき。
ウ　補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。
⑷　国、地方公共団体又は国若しくは地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものを出資した法人から、同種の助成金その他これに類する金銭の交付決定の通知を受けたときは、直ちに文書により会長に届けること。
⑸　補助事業が予定の期間内に完了しないとき、補助事業の遂行が困難になったときは、又は、補助対象団体若しくは補助対象事業の要件を満たさなくなったときは、遅滞なく、その原因及びこれに対する措置を会長に報告し、その指示を受けること。
⑹　上記⑶から⑸までのいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は一部を取り消し又は変更することがある。この場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、指定された期間内に、その全部又は一部の返還をすること。

⑺　次のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことがある。この場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、指定された期間内に、その返還をすること。

ア　虚偽の申請その他の不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。
イ　事業計画書の内容と事実が著しく相違し、予算の執行が不適当と認められるとき。
ウ　補助金交付決定に付した条件等に違反したとき。
エ　補助対象事業費の予算総額に対する決算の執行率が８割未満になったとき。
オ　補助金額に対し２割以上の剰余金が生じたとき。
カ　正当な理由がなく、公開事業報告会に出席しないとき。
⑻　補助事業の収支については、団体名の記載のある領収書等関係書類を取りそろえ、帳簿にその予算の出納の一切の事項を明確に記入し、会長からこれらの書類等の提示を求められた場合は、提示すること。
⑼　補助事業を完了した日から３０日以内に、所定の補助事業実績報告書に必要書類を添えて報告すること。ただし、提出期限が３月３１日を超える場合は、３月３１日とする。
